
学校番号 記載者

評価

4

4

4

4

4

４　キャリア教育の充実

キャリアパートナーシップは
うまくいっている。学年部の
連携が重要で細部まで連絡
系統が機能し、生徒が社会
に目を向けるきっかけとなっ
た。

キャリアパートナーシップに
ついては引き続き、参加者
とその受け入れ先を増やし
ていく。教科と連携したキャ
リア教育を構築する。

５　新学習指導要領導入のための準備

教務部長、教科主任が
主体となってカリキュラム
を検討し、各教科部会で
研究するなど早めの準
備がされている。教科の
代表が各科の教育課程
説明会に参加し、教科内
での情報の共有化が行
われた。

新学習指導要領とそ
れに基づく教育課程の
編成は、学校改革とも
捉えている学校もあ
る。本校においても進
取の構えで教育課程
編成に臨む。

２　法人内各校への進学者を増やす

高・大一貫コース、高
専一貫コースの指導
体制が確立し、理数
科、普通科進学コース
からも理工科大学への
受験者、進学者を増や
そうと努力した。

法人内・法人間専門学
校と大学の連携を高
め、高校側からも各校
の魅力あるプログラム
を提案し、その魅力を
在校生や中学生とそ
の保護者に広報してい
く。

３　中学校教育プログラムの充実

中高一貫を見据え、公
立中学校を上回る授
業時間数と他校には
類のないプログラム
（言語技術教育、ＣＡＳ
Ｅ）に取り組みなどの
利点が構築された。

中学校の教員と高校
の教員が一貫教育に
ついて話し合機会を設
け、よりよいもの築き
上げていくと同時に、
内進生（本校進学生）
を受け入れる高校側
の準備をする。

今年度の重点目標 成果と課題 次年度の取組

１　進学校としての信頼度を高める

評価点は昨年度と同点
であるが、ポイント（四捨
五入前）では０．２ポイン
ト上昇している。これは、
国公立大学現役合格数
が３年連続５０人を超え
たところにあり、ポイント
増は教員の指導力向上
を意味している。

数字だけにとらわれる
ことなく、入学した生徒
を育てることにより、保
護者・中学教員・地域
の信頼を得ることに繋
げ、進学校としての実
績を確立させる。

平成２２年度　学校関係者評価表（結果）

学校法人静岡理工科大学　静岡北高等学校 森竹鍵治

学校教育目標

１．常に誠実で、清らかな心をもって物事に真剣に取り組むことができる人材を育成
する。２．現状に甘んじることなく、日々新しいものを創り出そうとする気持ちをもち、
何事にも積極的に挑戦していく人材を育成する。
３．技術の進歩が著しい今日、大学院・大学・専門学校という高等教育機関の場に
おいて、高度な科学技術を習得できるように、基本的な学習を身に付ける。

【総合評価】
 　学校目標の３点を常に念頭に置き、校長の強いリーダー
シップの下、教頭・３部長・事務長の連携がよく取れてい
た。さらに学年主任を中心とした学年部の運営が意識して
行われていた。
　指定４年目となったＳＳＨの事業内容においても、「現段
階では、当初の計画通り研究開発のねらいを十分達成して
いる」として、平成１９年度指定７校中でＡ評価を得るなど外
部公的機関から高い評価を得ている。
　学校教育目標と教育方針を着々と具現化しつつある。

教育方針 将来、科学技術に夢と希望をもち、創造性豊かな人材育成の基礎をつくる。
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領域 評価

学校
経営

4

教育
課程
・
学習
指導

4

生徒
指導

4

進路
指導

4

学校の方針に基づい
た進路指導を展開し、
個々の生徒の進路希
望に即した緻密な指導
を実行する。また、本
校独自のキュリア教育
を実施する。

学校の方針に基づく進
路指導、生徒への情
報提供、個々の生徒
への対応、就職指導、
進学指導、キャリア
パートナーシップ事業

就職については、今だ
高校生の就職状況が
好転するとは予想しが
たいので、高いハード
ルを越えるための基礎
学力やしっかりとした
社会認識をもたせる指
導をすることが必要。
進学に関しては、さら
なる実績の向上を目指
していく指導をしていく
ことが求められる。加
えて、この実績を広く
社会に認知してもらう
広報活動をしていくこ
とが必要。

就職者に関しては、予
想通り厳しい社会環境
の中でかなりハードル
の高い状況がみられ、
就職規模者に対し
個々の希望する職種
に決定させられなかっ
たことについては、反
省が求められるる。一
方、進学に関しては、
母集団が例年より極端
に少ない学年でありな
がら、国公立５９名の
合格で、昨年以上の成
果を上げることができ
た。加えて、キャリア
パートナーシップの実
施において、新たに清
水中央ロータリークラ
ブの協力を得られたこ
と。また進路講演講座
を行ってくれた事業所
も同プログラムの受け
入事業所として加わっ
てもらうことができた。

進路を決めることに関し
て意識の高い生徒は、自
ら積極的にオープンキャ
ンパスや体験授業等に
参加し、情報収集に努め
ていた。そのような生徒
に対しては、願書の書き
方の指導と確認、志望理
由書・自己PRの作成、小
論文指導と面接練習を
しっかり行った。その一
方で、進路意識の低い生
徒に対しては保護者と連
絡を取りながら、生徒に
声かけをしてきた。オー
プンキャンパス等の日程
を調べて参加させること・
出願期間の確認をさせる
ことから始まり、出願書
類の作成・面接練習まで
逐一生徒を動かしてき
た。家庭学習期間中も進
路未決定者の指導にあ
たり、進路決定率１００％
を決めた。

生徒個々の希望する
進路（進学・就職）決定
のための情報収集を
行い、決定のための方
策を講ずる。

健全な高校生活をおく
れるような生徒への啓
発活動を行い、個々の
生徒へのサポート体制
を家庭との協力のもと
確立し、生徒理解に努
める。また自立した生
徒の育成のための支
援をする。

生徒への啓発活動、
家庭との連携、事前・
事後指導体制、人間
教育、生徒理解、基本
的な生活習慣の確立、
自立した生徒の諸活
動

さらに一歩個々の生徒
の心に無見込んだ生
徒指導が展開されるこ
とが必要。価値観が多
様化する社会の中で、
様々な環境で育ってき
た生徒たちに対し、社
会で共通の規範は理
解させなければならな
い。心の病で苦しむ生
徒に対しては、継続し
て家庭・スクールカウ
ンセラーとの連携をと
りつつ、個々の生徒に
合った対応を取ること
が必要。

問題行動の発生件数
は減少しており、指導
成果は上がっていると
思われる。これは、教
員の早め々の声掛け
と、事が起きた時の迅
速な全校集会の開催
などにより、生徒の気
持ちを定期的に引き締
めたことが問題発生の
抑制につながった。ま
た、社会的な問題でも
ある心の病で苦しむ生
徒に対しての対応も、
一律な対応でなく、
個々の生徒の状況に
応じた柔軟な対応を取
れており、生徒の将来
の芽を摘むことのない
指導体制ができてい
る。

始業式・終業式を通じ
て式典に臨む姿勢づく
りを指導した。充分に
効果があっあとは思わ
ないが、卒業式で卒業
生・在校生共々、厳粛
な姿勢で臨めた。生徒
相談室の模様替えや
関連図書の整備を行
い、精神的な安定をは
かる環境整備につとめ
た。

『心を育む』を目標に
式典に臨む姿勢づくり
や、清掃活動の徹底、
自己を見詰め直す読
書の症例などに取り組
みたい。

適切な教育課程が編
成され、学習目標・計
画が明示され、日常の
学習活動を効果的に
展開する。

教育課程、学習目標・
計画・指導、課題実
施、学習状況把握

次回のSSHの再申請
を視野に入れながら、
理数科における教育
課程の大幅な変更を
検討しておくことが必
要となる。加えて、今
後の社会的なニーズ
や本校のあるべき姿を
イメージしながら、学
科・コースの精査・再
編なども考えた教育課
程の検討に着手するこ
とが求められる。また
授業展開に関しては、
すべての教員の授業
において、それぞれの
学科・コースの場にお
いて、わかりやすく教
育成果が上がったとい
える授業展開がなされ
るよう研鑽に努めるこ
とが課題となる。

理数科における教育
課程の変更を検討し
た。当初は、将来のあ
るべき姿を想定した大
幅な教育課程の変更
を検討したものの、文
部科学省とのやり取り
のなかで、指定期間中
は極端な教育課程の
変更は認められないと
いった判断が下り、最
小限の変更にとどまっ
た。個々の教員のスキ
ルアップに関ついて
は、予備校の研修など
を活用したものを実施
し、授業展開にいかし
た。また指導教員制と
科目ごとのグループ化
によるシラバスの作成
を通じ、教育内容の教
員間の差が無くなり教
育の質をあげることが
できた。

理数科、国際Ｃ科のさ
らなる発展と、普通科
の再構築を視野に入
れた教育課程の編成
が着手された。普通科
においては、類型
（コース制）の再構築を
行い、進学校として定
着する本校にとってふ
さわしいものとした。

１０年に一度の改定で
ある学習指導要領と、
それに基づく教育課程
の編成作業をもって、
教員のスキルアップを
図るる

設定された教育目標
にそい学校経営計画
書が作成され、それに
基づいた教育活動を
展開する。

教育目標、学校経営
計画書、教育活動

昨年度大きな成果を上
げたSSH活動におい
て、本年度は国際的な
活動をすることにより、
教職員・生徒のさらな
る飛躍の場を開拓し、
外部からより一層高い
評価を得る。

校長の方針に基づき、
各分掌・学年がそれぞ
れの活動計画を推進・
実行し、社会から評価
される教育成果を上げ
た。また新たな学校経
営として、平成22年4
月に静岡北中学校が
開校した。

達成目標であるＳＳＨ
の国際的活動として、
「台湾・日本科学教育
交流シンポジウム
（SEES2010）」を本校
主催で開催することが
できた。

ＳＳＨに係わる生徒と
教員だけでなく、その
教育成果を校内と地
域に広めていく。

ねらい 評価項目 達成目標 昨年度の実績 成果と課題 次年度の取組
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安全
管理

3

保健
管理

4

特別
支援
教育

4

組織
運営

3

組織的な校務分掌体
制を整え、規律をもっ
て教職員が服務を全う
しする。また計画的な
予算編成を中長期的
な観点を考え行い、日
常の経理業務を正しく
管理する。加えて個人
情報に関する管理、公
文書管理を適切に行
なう。さらに保護者・地
域と連携した活動を展
開する。

効果的な学校運営体
制の確立、組織的な校
務分掌体制、規律正し
い勤務体制、連携した
危機管理体制、計画
的な予算執行、中長期
計画の編制及び遂
行、経理業務の管理、
個人情報保護、公文
書の管理、情報収集
体制の確立と効果的
な活用

年度に応じた経営目
標に沿った組織編成
が必要であるので、一
概に組織のスリム化が
正しい方向性とは言え
ないが、フットワークの
軽い組織形態を将来
に向けて検討すること
が必要。経理業務に関
しては、引き続き学校
の中長期計画に基づ
き、将来をみすえた予
算編成を行っていくこ
とが求められる。加え
て、情報管理について
は、より一層強い規範
意識をもつことが必
要。

組織の観点に関して
は、スリム化すること
ができなかった。とは
いえ、円滑な運営がな
されなかったということ
はなかった。情報の共
有化の点については、
必ずしも報告・連絡・相
談がすべての点につ
いて、上位に行われて
いたかについては課題
が残った。経理業務に
ついては、中長期計画
の見直しに伴った予算
編成計画を編成するこ
とができた。情報の管
理意識に関しては、個
人にコンピュータが貸
与される体制が整い強
まった面もあるが、一
方でペーパーの管理
等に関して若干の甘さ
を残した。

校長の強いリーダー
シップの下、教頭・３部
長・事務長の連携がよ
く取れていた。さらに学
年主任を中心とした学
年部の運営が意識し
て行われていた。
　ただし、姉妹校との
教員交流（人事異動）
はあるが、こうした環
境の中で私学独自とし
てのリーダーシップ性
を持った教員の育成が
課題である。
　学校教育目標と教育
方針を着々と具現化し
つつある。

効果的な学校運営体
制の確立、組織的な校
務分掌体制、規律正し
い勤務体制、連携した
危機管理体制、計画
的な予算執行、中長期
計画の編制及び遂
行、経理業務の管理、
個人情報保護、公文
書の管理、情報収集
体制の確立と効果的
な活用について再構
築する。

法人のスケールメリッ
トをいかし、本校独自
の高・大、高・専一貫
教育を推進し学園全
体の活性化を図る。ま
た、課題研究を推進し
他校との差別化を図り
つつ、進路実績につな
げる。

高・大一貫教育、高・
専一貫教育、外部機
関との連携教育、SSH
事業への取り組み、課
題研究

高・大一貫教育に関し
ては、ワーキンググ
ループからの提案を実
行し、その都度検証す
ることが必要。高・専一
貫教育については、個
別の専門学校との対
応ではなく、専門学校
部門と高等学校部門と
の間での高・専一貫教
育に対するあり方を検
討することが求められ
る。さらに課題研究に
関しては、対象となる
生徒のコースを広げる
ことも必要だが、同時
にそれを指導する教員
組織の体制作りをする
ことも必須の課題とな
る。SSH活動に関して
は、9月のストックフォ
ルムの世界大会で世
界の頂点に立つことを
目指すと共に、コア
SSHで採択された台湾
の高贍計画招聘のホ
スト校として、計画の
実施を確実に行うこと
が求められる。

高・大一貫教育のワー
キンググループによる
検討がなされ、法人・
大学・高等学校に対す
る点案が示された。ま
た、高・専一貫教育に
関しては、提携する各
校との間で、個別に一
貫教育を充実させるた
めの施策を検討し改善
を図った。さらに、課題
県境に関しては、今年
度は静岡理工科大学
で本発表を実施するこ
とができ、理数科・国
際コミュニケーション
科・普通科高・大一貫
コースにおける課題研
究の成果を一同に検
証する機会を得ること
ができた。そして、SSH
の全国発表会では科
学技術振興機構理事
長賞を受賞し、3月に
は日本ストックフォル
ム青少年水大賞にお
いて大賞を受賞し、日
本代表として世界大会
に出場することとなっ
た。

高・大一貫教育、高・
専一貫教育における
双方の教員の意識は
以前よりそろってきた。
スケールメリットを生か
したコース編成やﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑ、SSH・コアSSH活
動内容が、受検生に受
け入れられ、入学希望
者が増加に繋がった。

目標達成のために以
下を継続していく。高・
大一貫教育に関して
は、ワーキンググルー
プからの提案を実行
し、その都度検証する
ことが必要。高・専一
貫教育については、個
別の専門学校との対
応ではなく、専門学校
部門と高等学校部門と
の間での高・専一貫教
育に対するあり方を検
討することが求められ
る。さらに課題研究に
関しては、対象となる
生徒のコースを広げる
ことも必要だが、同時
にそれを指導する教員
組織の体制作りをする
ことも必須の課題とな
る。

生徒の健康管理のた
めの検診計画を作成・
実行し、疾病者に対す
る治療勧告を確実に
行う。また部活動の活
性化を図り、ボランティ
ア活動に積極的に取り
組む。

検診計画、健康管理
指導、運動部・文化部
の活性化、ボランティ
ア活動への参加

学校の活性化におい
ては、やはり文武両道
の活躍をすることが求
められ、次年度はこの
点を強く意識した活動
を展開したい。そのた
めには、教員が部活指
導に時間を取れる体
制づくりも必要となる。
さらにSSH活動と連動
した科学部において
は、昨年度以上の実
績を上げ、再申請に向
けた布石を作りたい。

治療勧告者に対する
指導は徹底できなかっ
た。運動部において
は、昨年度以上の活
動ができた部もあれ
ば、できなかった部も
あった。文化部に関し
ては、とりわけSSH活
動と連動した科学部に
おける受賞歴に目を見
張るものがあった。

生徒の健康管理のた
めの検診計画を作成・
実行はできた。特に実
施にあたっての新たな
方法がとられるなど、
リニューアルした部分
が多い。

学校全体のグランドデ
ザインとして運動部の
活動を再構築する。

日常から防災に対する
意識を高め、予期せぬ
災害時に適切な対応
ができる体制作りをす
ることが必要。また、学
校としても校内の危険
個所の定期的な点検、
スクールバスの安全運
行といった意識を常に
持ち合わせることが必
要。

防災訓練（校内・校
外）、災害時の対応、
安全な教育環境、安全
なスクールバスの運行

防災や危機管理につ
いて、毎年のルーチン
の行事の中で意識付
けをするといったことだ
けでなく、変化をつけ
ながら、様々な角度か
ら真に教職員・生徒が
危機意識を高めていく
ような体制を学校とし
て見直しをしていくこと
が必要。

防災意識に関する啓
発活動は予定通り実
施できた。ただし、安
否確認システムが有
効に活用されているか
については、今一度検
証が必要となる。教員
の危機管理に関しての
意識は、相対的には高
いものがある。

防災訓練は避難経路
の確認にとどまった。
施設の危険個所確認
は定期的に行われ、新
たな発見もあった。ｽ
ｸｰﾙﾊﾞｽは、一方的な
被害を受ける物損事
故はあったが、ケガ人
を出すことなく、運行で
きた。
生徒の怪我に通じる事
故は無かった。

地震だけでなく、他の
災害に対応できる安全
管理と、臨機応変に対
応できる応用能力を身
につけさせる。
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総合評価 4.0

施設設備の美化と定
期的な点検を確実に
行い安全管理に努め、
生徒たちにしっかりとし
た学習環境を整備す
る。

効果的な施設利用と
環境美化、施設・設備
の点検、学習環境の
整備、図書館の活用

学内の美化に関して、
さらに一段高い意識で
の生徒の活動が求め
られる。図書館の活用
については、進路研究
のための基本図書の
充実に加え、生徒の感
性を育てるための基本
図書の整備も必要で
ある。将来的な生徒数
を見越した、教育施設
の整備計画を検討す
ることが求められる。

環境美化に関しては、
徐々に個々の生徒の
意識に浸透してきてい
ると思われる。図書館
の活動に関しても、受
験や日常の教育活動
等様々な場面で積極
的に活用されていた。

図書館の基本図書に
ついては、進路研究・
課題研究に関する書
籍の充実も図りなが
ら、７割は文学系統の
生徒の感性や心を育
む書籍の充実をおこ
なった。

現在ある施設・設備の
中で、生徒の十分な活
動できるように、経費
面も考慮しながら再構
築していく。

学校を支えてくれる保
護者の会や外部団体
との連携を強化し、学
校運営を側面から支
援してくれる組織の意
見を受け入れながら、
更なる発展を目指す。

保護者の会との情報
交換、学校運営に対す
る外部団体の参画、外
部要望の学校運営に
対する反映、保護者に
対する協力依頼

静岡北中学校の開校
に伴い、保護者の会・
同窓会・教育振興会の
位置づけが変化するも
のの、円滑な活動が展
開されるように規約改
正を行っていく必要が
ある。またSSH事業、
キャリアパートナーシッ
プ事業をより充実した
ものにしていくために
も、ホームページを一
段高い広報媒体として
位置付け、学校の活動
をリアルタイムに社会
にPRし、本校の教育
活動を理解してもらう
ことが求められる。

保護者の会との定例
会は、ルーチンとして
の会議でなく、学校と
保護者の情報交換・意
見交換の場として十分
機能した。キャリア
パートナーシップにつ
いては、事業所の拡大
ははかれたが、その一
方で辞退する企業も出
てきた。SSH事業に関
しては、地域貢献は十
分にできており、静岡
市の理数教育の検討
会議においても、その
取り組みが話題として
取り上げられた。ホー
ムページの広告媒体と
しての機能はやや停
滞した。

保護者の会との連携
は十分できていた。中
学校参画に対する規
約改正も行われた。

保護者の会との情報
交換、学校運営に対す
る外部団体の参画、外
部要望の学校運営に
対する反映、保護者に
対する協力依頼ができ
るよう、より強化を進め
ていく。

学校の教育内容が問
われる時代、教職員の
資質向上が常に求め
られるので、計画的か
つ時代が求める教師と
なっていくための研修
を的確に実施し、各教
職員が個々のスキル
を上げていく体制作り
をする。また、研修内
容を共有化していくた
めのシステム作りをし
ていく。

計画的な研修体制の
確立、郊外研修への
参加、研修報告会の
実施

教職員の資質向上に
関する研修は継続して
実施していくことが必
要となるが、その研修
を実施することで組織
として何を変えるかと
いった目的意識をしっ
かりと持って教員研修
を展開することが必
要。さらに研修報告会
を実施すると共に、
フィードバック研修も行
い、スキルの維持を確
認することも必要。

中学で導入される言語
技術教育の研修等に
代表されるように、時
代をとらえた研修を実
施できた。また、教員
の授業力向上のため
のスキルアップ研修も
例年通り実施した。た
だし、報告会について
の実施は徹底できな
かった。

職員の意識向上及び
授業力向上に繋がる
研修ができた。特に新
任教員においては、個
別に対応を行った。職
員会議、教科部会の
際等、フィードバック研
修を行った。

学校の教育内容と教
職員の資質向上のた
めに、計画的な研修を
的確に実施し、各教職
員が個々のスキルを
上げていく。
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